
○近江八幡市新型インフルエンザワクチン接種助成事業実施要綱 

平成２２年１０月１日 

告示第３９０号 

改正 平成２７年１２月２８日告示第２４４号 

（目的） 

第１条 この要綱は、低所得で特に生計が困難であるものに対し、新型インフルエン

ザワクチン接種（以下「ワクチン接種」という。）に必要な費用を助成することに

より、予防接種を受けやすい環境を整備し、これらの者の保健の向上及び福祉の増

進を図ることを目的とする。 

（助成対象者） 

第２条 助成の対象となる者は、市内に住所を有する者で、生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）による被保護世帯又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付受給

世帯若しくは当該年度分の市民税が非課税の世帯に属するものとする。 

（ワクチン接種実施機関） 

第３条 ワクチン接種の実施機関は、国又は市の委託を受けた医療機関（以下「受託

医療機関」という。）とする。 

（申請手続等） 

第４条 この要綱に基づき、ワクチン接種に係る費用の助成を受けようとする者は、

あらかじめ、予防接種自己負担金免除申請書（別記様式第１号）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認め

たときは、予防接種自己負担金免除票（別記様式第２号。以下「免除票」という。）

を交付するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市外の受託医療機関においてワクチン接種を終了し

た場合は、第６条第４項の規定によるものとする。 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、１回目のワクチン接種については３，６００円とし、２回目



のワクチン接種については、次に掲げるとおりとする。 

（１） １回目に接種した受託医療機関と同じ場合 ２，５５０円 

（２） １回目に接種した受託医療機関と異なる場合 ３，６００円 

（３） 発熱等により接種を行えなかった場合 １，７９０円 

２ 前項の規定にかかわらず、受託医療機関においてワクチン接種するときは、前項

の助成金の額を限度として、当該受託医療機関が定める接種費用を助成金の額とす

る。 

３ 二類定期接種（高齢者）に属する者は、近江八幡市健康診査等実費負担金徴収規

則第２条第２項に定める額とする。 

（費用負担等） 

第６条 助成対象者は、ワクチン接種を受けた場合、免除票を、受託医療機関に提出

する。 

２ 受託医療機関は、ワクチン接種を実施した月ごとに取りまとめ、翌月の１０日ま

でに近江八幡市新型インフルエンザワクチン接種実施報告書兼請求書（別記様式第

３号）に免除票を添付し、市長に請求するものとする。 

３ 前項の規定に関する請求及び支払方法は、別に定めるものとする。 

４ 助成対象者のうち、既にワクチン接種を受けて実費負担したものについては、還

付するものとする。この場合において、当該還付を受けようとするときは、近江八

幡市新型インフルエンザワクチン接種自己負担金助成申請書兼請求書（別記様式第

４号）に領収書及び接種済証を添付し、市長に提出しなければならない。 

（権限の委任） 

第７条 助成対象者は、実施要綱等に基づき、受託医療機関においてワクチン接種を

受けたときは、新型インフルエンザワクチン接種費用助成に関する委任状（別記様

式第５号）により受託医療機関の長に対し、助成金の請求及び受領に関する一切の

権限を委任するものとする。ただし、前条第４項の規定により、還付を受けようと

する者を除く。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 



付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２２年１０月１日から施行する。 

（要綱の廃止） 

２ 近江八幡市新型インフルエンザワクチン接種の実費負担に係る費用軽減事業実施

要綱（平成２２年近江八幡市告示第２１６号）は廃止する。 

付 則（平成２７年告示第２４４号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日（平

成２８年１月１日）から施行する。 



 



 



 



 



 



別記様式第１号（第４条関係） 

（平２７告示２４４・一部改正） 

別記様式第２号（第４条関係） 

別記様式第３号（第６条関係） 

別記様式第４号（第６条関係） 

別記様式第５号（第７条関係） 

 


